
１．はじめに～自治体にとってのDX 

 日本で DX（デジタル・トランスフォーメー

ション）という言葉が広く知れ渡ったのは、経

済産業省が 2018 年に発表した、いわゆる「DX

レポート」による。同レポートでは、日本企業

が複雑化・ブラックボックス化した既存の情報

システムを放置すれば、深刻な経済損失をもた

らすとし、新たなデジタル技術を活用して新た

なビジネス・モデルを創出・柔軟に改変するこ

とが必要であると提唱、大きな反響を呼んだ。

その後、この言葉は様々な分野で用いられるよ

うになり、少し遅れて行政にも及んだ1。 

 海外の行政機関では、DX はオンライン化や

レガシー（旧式）システム刷新を含めた幅広い

意味で用いられるが2、日本では特に、業務をデ

ジタルに置き換えるデジタイゼーション、デジ

タルを前提に業務プロセスを見直すデジタライ

ゼーションとの対比で、業務・サービスそのも

のを、デジタル技術を駆使しつつ再設計する意

で用いられることが多い。 

 しかし、DX という概念を最初に提唱したと

される、スイスのウメオ大学のストルターマン

教授が 2004 年に発表した論文3では「デジタル

技術が人間の生活のあらゆる面に引き起こす／

影響を及ぼす変化」とされている。すなわち、

                                                   
1 総務省，自治体デジタル・トランスフォーメーショ

ン（DX）推進計画，2020など 
2 ガートナー社，Gartner Glossary 
https://www.gartner.com/en/information-technol-
ogy/glossary/digital-transformation 

DX には、組織が主体となる「変革」と、組織が

客体となる「変化」の両面があるわけである。

自治体のDX は、どちらの意味においても、概

ね行政、地域社会、地域産業の３つの側面の変

革または変化として捉えられている（図１）。 

 

 我々の生活はデジタル技術の登場によって大

きく変化した。日頃利用しているウェブサイト

検索やソーシャルメディア、商品レコメンド、

機械翻訳などのサービスは、AI（人工知能）を

はじめとする様々なデジタル技術によって支え

られており、その恩恵によって我々は、いつで

も、どこでも、すぐに、必要とする情報やサー

ビスを得られるようになった。このことは、住

民のサービスに対する期待水準を変化させた。

かつては 15 時までに窓口に並ぶ必要があった

銀行は、いまや 24 時間スマートフォンで取引

ができる。 

 こうした変化から多くの行政機関は取り残さ

れている。自治体は長年にわたり、予算・職員

数の制約のなか、着実に住民サービス向上に努

めてきた。しかし、漸進的改善では追い付かな

いほどの変化、いわばゲーム・チェンジが起き

ている。それがもたらすギャップを人々にはっ

3 Erik Stolterman, Anna Croon Fors, Information 
Technology and the Good Life 
https://www8.informatik.umu.se/~acroon/Publika-
tioner%20Anna/Stolterman.pdf 

図１：自治体におけるDXの観点（著者作成） 
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きりと印象付けたのがコロナ禍への対応だった。

それまであまり意識されることのなかった行政

の手続きや業務・システムの有り様が、にわか

に強い批判に晒されるようになった。 

 

２．ICT とデジタル技術は何が違うのか 

 では、DX をもたらしたデジタル技術とはそ

もそも何か。実はデジタル技術という言葉には

一定の定義はない。政府の文書でも、用語定義

の揺れが確認できる4。しかし、デジタル技術の

代表格とされるAI、IoT（Internet of Things）、

ブロックチェーン、AR（拡張現実）/ VR（仮想

現実）などの技術を俯瞰すれば、その特徴は明

らかであり、「デジタルデータの処理を通じて、

新たな付加価値を生み出す技術」に他ならない。 

 デジタル技術は、広い意味では ICT（情報通

信技術）の一類型に含まれる。ICT は、何らか

のデータを入力し、処理し、結果を出力する仕

組みであり、デジタル技術もその基本原理は変

わらない。しかしそこに付加価値が加わる。例

えば、AI であれば予測や分類を、IoT であれば

知覚の拡張を、ブロックチェーンであれば記録

の真正性の担保を、AR/VR であれば仮想的な体

験を、ロボティクスであれば自律的な制御とい

った価値をもたらす（図２）。これによって、デ

ジタル技術は人間が担っていた役割の「代替」

                                                   
4 例えば、デジタル・ガバメント実行計画では、AI
はデジタル技術に含まれる一方、デジタル社会の実現

のみならず、人間以上にきめ細かいサービスの

提供や、これまで不可能だった課題の解決すら

可能とする、いわば人間の能力の「拡張」をも

たらした。例えば、災害、子供への虐待やDV、

生活習慣病などの兆候を早期に検知し、対処す

ることも可能となりつつある。 

 DX は、経済社会のあらゆる領域で進んでい

る。したがって、自治体のあらゆる部門が DX

による変化の影響を受ける。逆に言えば、あら

ゆる部門で、デジタル技術を課題解決に活用で

きる可能性が広がりつつある。 

 これまで ICT の活用は、基本的には情報シス

テム部門と業務部門のシステム担当者にとって

の課題であった。これに対し、デジタル技術の

活用はすべての部門の、すべての職員にとって

の課題となる。それどころか、いずれ自治体職

員にはデジタル技術を活用する道義的義務を問

われる場面すら出てくるだろう。例えば、AI で

事件や災害を予測できれば救えたはずの命を、

AI 導入の検討を怠ったがゆえに救えなかった、

という指摘もなされ得る。 

 

３．なぜDX にデザイン思考が必要なのか 

 他方で、デジタル技術を新たな用途に適用す

ることは容易ではない。従来の ICT は基本的に

業務を効率化したり自動化したりする、いわば

に向けた改革の基本方針では、AI とデジタル技術は

別のものとされている。（両文書は同日閣議決定。） 

図２：ICT とデジタル技術の違い（著者作成） 



「減らす」ための技術だった。減らすという方

向性が与件としてあるがゆえに、とりあえず情

報システムを導入すれば、多少出来が悪くても

それなりに効果を出すことができた。不便や不

備があっても、ある程度は工夫でカバーできる

し、最終的には人は慣れるからだ。これに対し、

デジタル技術には一定の方向性がない。課題設

定を見誤るとまったく用をなさない。特に新た

なサービスを開発する際は、まず真の課題を特

定することが必須となる。 

 しかし、一見当然に見えるこのことを行えて

いる組織や人は少なく、それは行政も例外では

ない。複雑化・多様化しつつある住民の課題を

的確に把握するには、利用者の目線に立ち、何

を「痛み」として感じているのかを、体験を通

じて深く理解しなければならない。 

 こうした要請に対して、真の課題を特定し、

解決策を導出するための方法論がデザイン思考

である。国は、2017 年に決定した「デジタル・

ガバメント推進方針」において、デザイン思考

を「サービスを利用する際の利用者の一連の行

動に着目し、サービス全体を設計する考え方で

ある」とし、サービス改革の基本に据えた5。は

じめて「デジタル・ガバメント」という概念を

打ち出したこの文書で、「デザイン思考」が同時

に登場したのは偶然ではない。 

 デザイン思考では、行政の意思決定でよく見

られるように、サービス提供側が一方的に行っ

                                                   
5 国では「サービスデザイン思考」と表現している。 

た課題設定の妥当性を、有識者へのヒアリング

や住民へのアンケートによって裏付けるための

ものではなく、そもそもの課題自体を探索する

ため、行動観察や参与観察（調査対象者と一緒

に行動する方式）、カスタマージャーニーマップ

を用いたワークショップ、プロトタイプによる

評価・軌道修正といったアプローチをとる。プ

ライドの高い職員は「今さらワークショップな

んて」という反応をしがちだが、思考が柔軟で、

洞察力に富む職員は、幹部クラスのベテランで

あっても、ワークショップを通じて優れた発想

を、楽しみながら生み出していく。デザイン思

考はワークショップなどを通じた利用者体験

(User Experience）なくして理解は困難である。 

 

４．なぜDX にとってデータが重要なのか 

 課題が特定でき、解決の方向性を見出せたと

しても、適切なデータがなければデジタル技術

は意味をなさない。AI はデータから事象の特徴

や傾向を導出する技術であるし、IoT の価値は

現実世界の情報とデジタルデータを相互に変換

し合うことにある。しかし、デジタル技術が必

要とするデータがすぐに使える状態で用意され

ていることはまずない。データが活用可能であ

るためには、データ項目の種類や対象範囲、デ

ータ量が十分であるとともに、データの形式や

入力方法が部門間、職員間で一貫していなけれ

ばならない。さらに、個人情報保護、機密性、

ライセンス、情報システムの機能等の制約で利

用できないことも多い。結局、データはどこか

に眠っている宝ではなく、「作り出す」ものなの

である。データを利活用可能な状態に維持し、

継続的に改善していく活動をデータマネジメン

トという。この活動がデジタル技術活用の前提

となる。データは日々の業務を通して生成・蓄

積される。利活用を意識し、それに耐え得るデ

ータを得るためには、職員一人ひとりの意識付
写真：デザイン思考による課題探索の風景 



けと行動も重要となる。 

 データは、不確実な時代に、組織が的確な判

断を行うための拠り所となる。現状を的確に把

握するためにはバイアスを極力排して事実を理

解し、意思決定に役立てることが不可欠になる。

EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メ

イキング）の本旨も、主張の裏付けではなく、

意思決定の妥当性を高めることにある6。 

 

５．３つのD 

 変革としてのDX を推進するにあたっては、

デジタル技術の活用に関する知識とスキルが求

められる。そして、デジタル技術は、デザイン

思考による課題の特定、質・量を備えたデータ

の整備を経て、はじめて威力を発揮する。英国

政府部内で政策立案の支援を担ってきた組織で

あるポリシー・ラボは、政策形成においては、

デザイン・データ・デジタルの「３つのＤ」を

重ね合わせることが重要であると提唱した7

（図３）。この考え方は、わが国の自治体関係

者の間でも受け入れられつつある。筆者も５年

前にこの考え方に触れて以降、デジタル・ガバ

メントに関する活動の機軸とし続けている。  

 ３つの D はいずれも従来の自治体職員の仕

事にはなかったものである。いまだ体系だった

教育訓練のしくみも整備されておらず、一部の

                                                   
6 青柳恵太郎，EBPM が継承すべきEBM の思考法，

行政＆情報システム 2018年 10 月号 

自治体で部分的な取組みが始まったばかりであ

る。しかし今この瞬間も、経済社会の変化は進

行しており、自治体の既存の業務・サービスと

の矛盾は拡大している。自治体には、３つのD

の観点から、従来にない発想で業務・サービス

の改革を進めることが求められる。 

 

６．おわりに 

 冒頭に述べたように、行政におけるDX は、

オンライン化やレガシーシステム刷新といった、

従来から取り組まれてきた ICT 化の施策を指

す語としても用いられている。総務省の「自治

体デジタル・トランスフォーメーション（DX）

推進計画」（2020 年）で掲げられている施策も、

基本的にはこうした手堅い取組みが中心である。 

 現状、自治体の多くは紙文化の中に取り残さ

れており、デジタル技術以前に、従来型の ICT

の活用も進んでいない。その意味では、変革と

してのDX は、一足飛びに最先端のデジタル技

術の活用を目指すだけでなく、目先の ICT の活

用からデジタル技術の活用までを含めた連続的

な取組みであると捉えていくことが重要である。 

 DX をどこまで実践できるかは、それを担う

人材如何にかかっている。後編では、自治体DX

を推進する人材にはどのような能力・スキルが

求められ、それをいかに獲得すべきかを論じる。 

 

7 Policy Lab, Data and design，https://openpol-
icy.blog.gov.uk/2016/12/08/data-and-design/，2016 
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図３：政策立案における３つのD（Policy Lab） 
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